
第 2章◆財政状況

(4)国庫 口公経済負担 一全制度で増加一

平成 20年度の国庫・公経済負担は、厚生年金 5兆 4,323億円、国共済 1,747億 円、

ハ 地共済 4,630億 円、私学共済 637億円、国民年金 1兆 8,558億 円であつた (図表 2-1-6)。

注1厚生年金の平成8年度以前は旧三共済猾 まず、平成13年度以前は旧農林年金袷 まない。

注2厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8午度に旧三共済分盤 めた場合の率、平成

14年度については平成13年度に旧農林年金分給 めた場合の率である。

注3平成14～ 16年度の被用者年金制度計及び公的年金制度全体には、旧農林年金分 (統合前に係る分)袷めてあ

るため、各制度の値の和と一致しない。

国庫 。公経済負担の推移をみると、各制度 とも総 じて増加を続けてお り、平成 20

年度には、ひき続きすべての制度で増加 している。平成 20年度の対前年度増加率は、

厚生年金 5。 2%、 国共済 1.6%、 地共済 4.6%、 私学共済 5.2%、 国民年金 0.7%と

なってお り、公的年金制度全体では、対前年度 4.0%増の 7兆 9,895億 円であつた。

図表 卜1-6 国庫・公経済負担額の推移
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第 2章◆財政状況

ここで、国庫 。公経済負担 とは、

○基礎年金拠出金の 3分の 1(平成 16年度から 2分の 1への引上げに着手 し、

平成 21年度までに完全に引上げ)に相当する額

○国民年金が発足 した昭和 36年 4月 より前の期間 (恩給公務員期間等は除く。)

に係 る給付に要す る費用の一定割合 (厚生年金は 20%、 国共済・地共済は

15,85%、 私学共済・旧農林年金は 19.82%)に相当する額

などについて、国庫又は地方公共団体等が負担 している額
注1の ことである。また、

国民年金においては、さらに国民年金保険料免除期間に係 る老齢基礎年金の給付費、

20歳前障害に係る障害基礎年金の給付費などにも国庫が負担する部分
注2が

ぁる。

国庫 。公経済負担の多 くは基礎年金拠出金に係るものであり、国庫 。公経済負担

の増加はもっぱら基礎年金拠出金の増カロを反映 したものである。これに加え、平成

16年度以降は(基礎年金の国庫 。公経済負担の引上げが増加の要因 となつている。

基礎年金の国庫 。公経済負担割合については、平成 16年の法律改正で、基礎年金

拠出金の 3分の 1か ら、平成 21年度までに 2分の 1へ完全に引き上げられることと

され、平成 16年度から引上げに着手された。平成 20年度は、基礎年金拠出金の 3

分の 1に加え 1000分の 32の国庫・公経済負担 となつている (図表 2-1-7)。 なお、

国庫 。公経済負担害J合は、平成 21年度には 2分の 1へ完全に引き上げられる。

注1 用語解説の補足を参照のこと。
注2 用語解説「特別国庫負担」の項を参照のこと。

注 基礎年金の国庫・公経済負担には、地方公共団体等の負担猜 む。

図表 21-7 基礎年金の国庫 。公経済負担割合の引上げ

年 度 基礎年金の国庫。公経済負担害1合

①

①欄で*を付した額の内訳

公的年金

制度全体
(ぅち国庫)

厚生年金 国共済 地共済 私学共済 国民年金

平成

16

17

18

19

20

21

1/3+296億 円
*

1/3+H/1000+1,192億 円
*

1/3+25/1000

1/3+32/1000

1/3 + 32/1000

1/2

億円 .億 円

296  (272)

1,192 (1,101)

億円   億円   億円   億円   億円

206        8       21        3       58

.  822       30       82       10      248
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第 2章◆財政状況

(5)追加費用

平成 20年度の追加費用は、国共済 3,538億 円、地共済 9,445億円であつた (図表

卜 18)。 追加費用の推移をみると、国共済は平成 11年度から、地共済は平成 10年

度から、それぞれ減少を続けている。平成 20年度の対前年度増加率は、国共済が

17.6%減、地共済が 12.5%減 と大きく減少 しているが、これは、当時国会に提出さ

れていた被用者年金一元化法案に従つて、追加費用が削減 されることを前提とした

予算が組まれたため、実際に受け入れた追カロ費用の額も減少 したものである。

追加費用は、給付の うち制度発足前の恩給公務員期間等に係 る部分に要する費用

に相当するため、今後も引き続き減少 していくものと考えられる。

図表 2-1-8 追加費用の推移
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(6)運用収入

平成 20年度の運用収入は、簿価ベースで、厚生年金 1兆 7,682億円、国共済 1,712

億円、地共済 5,242億円、私学共済 513億円、国民年金 1,093億 円であつた (図表

2-1-9)。 一方、時価ベースでは、厚生年金△8兆 7,252億円、国共済△3,356億円、

地共済△2兆 6,799億円、私学共済△2,572億円、国民年金△5,924億 円とすべての

制度でマイナスとなつている。

なお、厚生年金及び国民年金では、年金積立金管理運用独立行政法人 (平成 17年

度までは旧年金資金運用基金)が厚生労働大臣から寄託 された積立金を管理 0運用

し、その運用収益を国庫 (年金特別会計)に納付する仕組み となっている。平成 20

年度には、厚生年金 1兆 6,858億円、国民年金 1,078億 円が年金積立金管理運用独
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第 2章◆財政状況

立行政法人納付金 として国庫納付 された。厚生年金及び国民年金の簿価ベースの運

用収入は、特別会計の運用収入 (財政融資資金への預託金の利子収入)に、この年

金積立金管理運用独立行政法人納付金を加えたものを計上している。このように、

簿価ベースでは、年金積立金管理運用独立行政法人における運用収益を厚生年金及

び国民年金の特別会計の当該年度の収入 として計上する仕組み となつていないこと

から、簿価ベースの数値を、(年金積立金管理運用独立行政法人における運用実績が

当該年度の運用収入に反映される)時価ベースや、他制度の簿価ベースの数値 と比

べる際には、留意が必要である。

注1 厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は1日農林年金を含まない。
注2 平成17年度以降の厚生年金・国民年金の簿価ベースの運用収入は、年金積立金管理運用独立行政法人納付金(17年度は年金資金運用基金納付金)を

加えたものを計上している。
注3 国内は、時価ベースである。
注4 厚生年金・国民年金の時価ベースは、旧年金福祉事業団から承継した資産に係る損益を含めて、年金積立金管理運用独立行政法人(17年 度以前は1日

午金資金運用基金)における市場運用分の運用実績を時価ベースで評価したものである。なお、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への技分は、
厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均残高の比率により行つている。

注5 国共済、地共済、私学共済の時価ベースの運用収入は、正味運用収入(運用収入から有価証券売却損等の費用を減じた収益額)に年度末積立金の評価
損益の増減分を加算して推計しており、参考値である。なお、国共済の時価ベースの運用収入は、平成10年度が 2,542億 円、平成11年度が 3,147億円、

平成12年度が 1,678億円である。

図表 2-19 運用収入の推移
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(7)運用利回 り

平成 20年度の運用利回 りをみると (図表 2-1-10)、 簿価ベースでは、国共済が

1.20%、 地共済が 0.85%、 私学共済が△0.23%と なつている。

また、時価ベースでは、厚生年金が△6.83%、 国共済が△3.89%、 地共済が△6.79%、

私学共済が△7.62%、 国民年金が△7.29%と なつている。

年度
国民年金

平成

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

%
4.90

456

4.26

3.94

3.58

2.98

[1.29]

[△ 0.39]

[478]

[277]

[6.88]

[3.07]

１

２

　

３

注

注

注

厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成 13年度以前は旧農林年金を含まない。

国内は、時価ベースである。

厚生年金。国民年金の「時価ベース」は、旧年金福祉事業団から承継した資産に係る損益袷 めて、年金積立

金管理運用独立行政法人 (17年度以前は 1日 年金資金運用基金)における市場運用分の運用実績を時価ベー

スで評価したものである。なお、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金

のそれぞれの積立金の元本平均残高の比率により行つている。

国共済、地共済、私学共済の時価ベースの運用利回りは、時価ベースの運用収入 (参考値)を基にした修正総

合利回りを計上している。なお、国共済の時価ベースの運用利回りは、平成 10年度が 3.17%、 平成11年度が

3.80%、 平成 12年度が 203%である。

図表 2-1-10 運用利回 りの推移

旧農林年金

%
5.24

4.99

4.66

4.15
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[1.99]

[0.21]
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%
497
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4.32

3.44

3.27

301

2.42

[1.56]

2.45

[2.05]

2.68

[3.84]

2.35

[2.65]

2.43

[5.36]

3.02

[2.79]

3 18

[△ 0.53]

1.20

[△ 3.89]

%
4.23

3.74

3.57

3.24

357

2.61

2.05

1,77

1.81

[4.83]

1.98

[3.23]

3.59

[8.44]

4.02

[3.36]

3.02

[△ 3.42]

0.85

[△ 6.79]

%
4.60

403

3.86

3.66

3.59

299

2.60

2.20

[△ 0.28]

2.00

[261]

179

[3.35]

416

[5,78]

3.76

[4.07]

3.14

[△ 281]

△ 023

[△ 7.62]

注4
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第 2章◆財政状況

(8)基礎年金交付金

平成 20年度の基礎年金交付金は、決算ベース注で、厚生年金 1兆 8,797億円、国

共済 1,350億 円、地共済 2,912億 円、私学共済 146億円、国民年金 1兆 4,863億円

であつた (図表 2-1-11)。

注 基礎年金交付金の決算ベースの額は、当年度の概算額と前々年度の精算額の合計であるため、
基礎年金制度としての実績は確定値ベースとなる。確定値ベースの動向については、「(13)基礎
年金制度の実績 (確定値ベース)」 の項を参照のこと。

注1 厚生年金の平成8年度以前は旧三共済袷 まず、平成13年度以前は 1日 農林年金袷 まない。
注2 被用者年金制度計の平成9年度の額は、旧三共済の平成9年 2月 分、3月 分の給付に係る基礎年金交付金

及び平成7年度分の精算額 (425億円)袷み、平成 10、 11年度の額は旧三共済に係る分の精算額 (10年

度は9億 円、11年度は4億 円)袷む。同様に、平成14年度の額は旧農林年金分 (85億 円)袷み、平成
15、 16年度の額は1日 農林年金分の精算額 (15年度は1億 円、16年度は2億 円)袷む。

注3 厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分袷 めた場合の率、平成
14年度については平成13年度に旧農林年金分袷 めた場合の率である。

図表 21-11 基礎年金交付金の推移 《決算ベース》

年度
厚生年金

覇璽再蔦蘇聰
国共済 地共済 私学共済

被用者年金

制度計

国民年金

(国民年金勘定)

公的年金

制度全体

平成

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

催

25,68

25,49

円|  億 円 億 円

689

589

504

481

533

563

525

9 1 2,372

2

5,493

4,952

3,036

9,574

5,566

4,240

3,921

6,060

9,474

9,989

8,832

8,797

億 円   億 円   億 円

2,188     5,276      295

2,209     5,371      291

2,194    5,208      285

2,201     5,035      277

2,156    4,956      261

2,083     4,796      245

1,993    4,545      232

1,935     4,249      218

1,833     3,946      203

1,729     3,910       190

1,640     3,718       178

1,552     3,342      157

1,446     3,119       146

1.350    2,912      146

億 円

36,509

36,396

34,109

3́2,954

30,947

27,260

22,861

20,728

19,904

21,891

25,009

25,041

23,544

23,205

億 円

31,868

30,395

28,435

27,826

26,748

25,701

24,245

22,771

21,534

20,076

18,763

17,108

15,772

14.863

億 円

68,378

66,790

62,544

60,781

57,695

52,962

47,107

43,499

41,438

41,967

43,773

42,149

39,316

38,067

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

△ 0.8 1___■.1_1 △ 14.5

0.0《△ 87》 |△ 14.5

△ 2.1   1 △ 45
△ 7.7    1  109

△ 15.0    1  5.5
△ 205    1 △ 6.7

△ 85 《△ 11.5》

△ 22

15.4

213

26
△ 58
△ 02

0.9         1 8      ∠ヽ 1.2

△ 07    ∠ゝ 30    ∠ゝ 2.3

0 3      ∠ゝ 3.3      ∠ゝ 2.7

∠ゝ 2 0      ∠ゝ 1.6      ∠ゝ 5 6

∠ゝ 3.4      ∠ゝ 3.2      ∠ゝ 6.4

∠ゝ 4.3     ∠ゝ 5.2     ∠ゝ 5 1

∠ゝ 2.9     ∠ゝ 6.5     ∠ヽ 6 1

△ 53  △ 7.1  △ 69
∠ゝ 5 7      ∠ゝ 0 9      ∠ゝ 6.5

∠ゝ 5.1      ∠ゝ 4.9      ∠ゝ 6.4

△ 5 4    ∠ヽ 10.1    ∠ヽ 11 7

∠ゝ 6 8      △ 6 7      △ 6 8

∠ゝ 6 6      ∠ヽ 6 6      ∠ゝ 0.4

△ 03

△ 6.3

△ 34

△ 61

△ 11.9

△ 16.1

△ 9.3

△ 40

100

14.2

01

△ 6.0

△ 1.4

△ 4.6

△ 6.4

△ 2.1

△ 39

△ 39

△ 57

△ 61

△ 54

△ 6.8

△ 65

△ 88

△ 7.8

△ 5.8

△ 23

△ 64

△ 28

△ 51

△ 82

△ 11.1

△ 7.7

△ 47

1.3

4.3

△ 37

△ 6.7

△ 32
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第 2章◆財政状況

(9)給付費 一厚生年金、地共済、私学共済及び基礎年金で増加一

平成 20年度の給付費は、厚生年金 22兆 6,870億 円、国共済 1兆 6,736億円、地

共済 4兆 3,917億円、私学共済 2,508億円、国民年金の国民年金勘定 1兆 5,779億

円、基礎年金勘定 15兆 4,458億円であった (図表歩1-12)。

給付費の推移をみると、平成 20年度では、厚生年金が 1.3%増、地共済が 1.0%

増、私学共済が 2.7%増 とそれぞれ増加している。国共済は横ばいであつた。

国民年金では、基礎年金勘定で大幅な増加が続いており、平成 20年度で 6.8%の

増加となっている。一方、国民年金勘定では平成 20年度で 6.4%減 となっており、

一貫して減少傾向が続いている。これは、国民年金勘定の給付費が主に旧法国民年

金の老齢年金の給付費であるからである。

注1 厚生年金の平成8年度以前は旧三共済猜 まず、平成13年度以前は旧農林年金猜 まない。

注2 厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分猜 めた場合の率、平成14年度については平

成13年度に旧農林年金分袷 めた場合の率である。

注3 平成 14年度の被用者年金制度計及び公的年金制度全体には、旧農林年金分 (統合前に係る分)袷めてあるため、各制度の値の和と
一致しない。
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図表 卜1-12 給付費の推移

年 度

厚生年金

国共済 地共済 私学共済
被用者年金

制度計

国民年金
公的年金

制度全体品「蘇 墓 国民年金

勘定

基礎年金

勘定

平成

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

億円

3,376

3,467
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3,707

3,774

3,854

___3」墜10__

円
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億
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３２
一

３
，

０

２
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９
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８９０
‐

．．．
．

‐７２
，
８９５

‐８２
，
８２４

‐８７
，
３６４

‐９‐
，
５４４

‐９６
，
２２８

２０３
，
４６６

２０８
，
‐４０

２‐６
，
３０‐

２２０
，
７９４

２２３
，
４９‐

２２４
，
０５９

２２６
，
８７０

億 円   億 円   億 円

6,005    38,176     1,538

6,117    38,805     1,618

6,240    39,376     1,694

6,517    40,523     1,794

6,608    41,177     1,864

6,800    41,430     1,942

6,867     42,005      2,023

6,852    42,298     2,112

6,849    42,618     2,185

6,779     42,783      2,252

6,693    42,915     2,310

6,686    43,149     2,375

6,734    43,503     2,441

6,736    43,917     2,508

億 円

222,547

229,829

233,772

245,364

250,787

255,569

261,039

265,399

269,792

278,115

282,712

285,701

286,736

290,032

億 円

32,193

31,042

29,783

28,933

27,781

26,454

25,133

23,819

22,293

20,888

19,527

18,149

16,862

15,779

億 円

41,695

49,455

57,690

67,114

76,146

84,774

93,633

102,494

110,735

118,118

126,386

134,909

144,618

154,458

億 円

296,435

310,326

321,245

341,411

354,715

366,798

379,805

391,711

402,821

417,121

428,625

438,759

448,217

460,269

8

9
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15
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綱一醐
一
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2.1
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0 8         1 5         4 7

17       29       59

06       16       39

12       06       42

04         1 4         42
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∠ゝ 0 5         0 3         2 6
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第 2章◆財政状況

(10)基礎年金拠出金

平成 20年度の基礎年金拠出金は、決算ベース注で、厚生年金 13兆 3,162億 円、国

共済 4,493億円、地共済 1兆 1,995億 円、私学共済 1,691億 円、国民年金 3兆 6,025

億 円 (特別国庫負担分を除く)で あつた (図表 2-1-13)。

注 基礎年金拠出金の決算ベースの額は、当年度の概算額と前々年度の精算額の合計であるため、
基礎年金制度としての実績は確定値ベースとなる。確定値ベースの動向については、「(13)基礎
年金制度の実績 (確定値ベース)」 の項を参照のこと。

図表 21-13 基礎年金拠出金の推移 《決算ベース》 (特別国庫負担分を除く)

年度
厚生年金

国共済 地共済 私学共済
被用者年金

制度計

国民年金

(国 民年金勘定)

公的年金

制度全体「肩Ξ夏喜「百菖孫軍基
平成

8

9

11

7 側
，０９０
，‐３２
，‐２４
，‐５６
，２‐‐
，２７９エ

億 円   億 円

2,624     7,351

2,733     7,728

2,848     8,021

3,075     8,558

3,288     9,145

3,535     9,703

3,608     9,861

3,719    10,108

3,898    10,557

4,192    11,235

4,201     11,226

4,210    11,159

4,417    11,687

4,493    11,995

億 円

813

847

879

934

,004

,103

,137

,184

,263

,401

,452

,485

,592

,691

億 円

83,250

87,827

90,275

96,881

02,889

06,892

09,009

14,282

18,799

24,726

29,710

36,077

43,929

51,340

億 円

22,177

22,324

23,379

24,709

24,939

26,109

28,043

28,937

30,098

30,701

34,090

36,017

36,070

36,025

億 円

105,427

110,151

113,654

121,590

127,828

133,002

137,053

143,219

148,897

155,427

163,800

172,094

179,999

187,365

5 7  1    4.1  1      3 9

41《 24》 | △ 0.8

7 7           1      2.9

6.1     1   47

3.4    1  5.6

4.1     51     4.2

4.2          3.8          3 8

8.0          6 7          6 2

7.0         6.9          7 5

7 5         6.1          9 9

21    1.6    3.1

3.1       2.5       4.2

4.8          4 4          6.7

7 5         6.4        10 9

0.2      ∠ゝ 0.1          3.6

0 2      ∠ゝ 0.6          2.2

4 9          4.7          7.3

1 7          2.6          6.2

5.5

28

7.3

62

3.9

2.0

48

40

50

40

4.9

5.8

5.1

07

4.7

5,7

0.9

47

74

32

4.0

20

11.0

5.6

01

△ 0.1

8

9

10

4.5

32

7.0

5.1

4.0

3.0

45

40

4.4

54

51

4.6

4.1

14

15

16

17

18

19

20

１

２

注

注
厚生年金の平成8年度以前は旧三共済袷 まず、平成13年度以前は旧農林年金冷 まない。
被用者年金制度計の平成9年度の額は、旧三共済の存続組合等が平成9年 2月 分、3月 分の給付に係る負
担分として納付する額の概算額及び旧三共済に係る平成7年度分の精算額 (230億 円)袷み、平成 10、 11

年度の額は旧三共済に係る分の精算額 (10年度は15億 円、H年度は7億 円)袷む。同様に、平成14年度
の額は旧農林年金分 (311億 円)袷み、平成 15、 16年度の額は 1日 農林年金分の精算額 (15年度は95億円、
16年度は23億円)袷む。
厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分袷 めた場合の率、平成 14

年度については平成13年度に旧農林年金分猾 めた場合の率である。

注 3
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第 2章◆財政状況

(11)運用損益分を除いた単年度収支残

平成 20年度の運用損益分を除いた単年度収支残は、厚生年金が 4兆 8,148億円の

マイナス、国共済が 3,457億円のマイナス、地共済が 9,712億円のマイナス、私学

共済が 232億 円のマイナス、国民年金勘定が 7,029億円のマイナス、基礎年金勘定

が 75億円のプラスとなつている (図表 2-1-14)。 基礎年金勘定を除くすべての制度

でマイナスの状況であり、この分を運用収入等で賄つていることになる。

制度別に推移をみると、厚生年金では平成 10年度以降、地共済と私学共済では

12年度以降、国民年金勘定では 13年度以降の年度でマイナスの状況が続いている。

また、国共済では、平成 12年度を除き平成 7年度以降でマイナスの状況である。

なお、公的年金制度の財政運営は、運用収入分も見込んだ上で行われていること

から、運用損益分を除いた単年度収支残のマイナスがそのまま財政状況の悪化を示

すものではなく、平成 16年財政再計算において見込まれていた状況と比較して評価

する必要がある。したがつて、実績と財政再計算における将来見通しとの比較やそ

の乖離分析を行うことが、財政状況を評価する上で重要である。本報告では、平成

20年度の実績と平成 16年財政再計算における将来見通しとの比較や乖離分析を行

つた結果について、第 3章で詳しく取り上げる。

決算の収入か ら「運用収入」、厚生年金 。国民年金 (国 民年金勘定)の 「積立金 よ り受入」、基礎年金勘

定の 「前年度剰余金受入」を除いた額 と、決算の支出か ら国共済・地共済・私学共済の 「有価証券売却損

等」 を除いた額の差を、 「運用損益分 を除いた単年度収支残」 としている。

厚生年金の収支状況は、厚生年金基金が代行 している部分を含まない。

厚生年金の平成 8年度以前は旧三共済 を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含 まない。

注 1

注

注

図表 2114 運用損益分を除いた単年度収支残

年 度

厚生年金

1匡 共済 1際林年金
国共済 地共済 私学共済

国民年金 公的年金

制度全体国民年金

勘定

基礎年金

勘定

成

７

８

９

‐Ｏ

Ｈ

‐２

‐３

‐４

‐５

‐６

‐７

‐８

‐９

２０

平 億円|   億円

17,4921       150

10,320L___……lm
17,273

△ 1,363
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△ 22,288

△ 33,540

億円
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△ 221
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△ 491

△ 559

△ 664

△ 874

億円    億 円   億 円

△ 363      5,239        390

△ 416      5,906        357

△ 129      6,225       336

△ 300      4,468       217

△ 778      2,878        107

297     ∠ゝ 168      どゝ 22

△ 1,498     ∠ゝ 112     ∠ゝ 106

△ 1,841    ∠ゝ 1,478      ∠ゝ 99

△ 2,093    2ゝ 3,111     ∠ゝ 192

∠ゝ 1,902    ∠ゝ 5,141     △ 267

△ 1,521    ∠ヽ 6,082     ∠&252

△ 2,031    △ 6,468     ∠ゝ 228

△ 2,726    ∠ゝ 7,409      ∠ゝ 11

△ 3,457    ∠■9,712     ′ゝ 232

億 円

3,606

6,148

2,747

1,503

1,717

698

△ 1,079

△ 2,382

△ 2,023

△ 2,750

△ 6,967

△ 5,987

△ 6,196

△ 7,029

億円

285

△ 1,038

∠ゝ 1,559

△ 1,354

△ 1,181

136

1,191

2,036

1,535

121

△ 1,430

66

1,184

75

億円

26,730

21,225

24,850

2,678

△ 5,619

△ 22,010

△ 36,018

△ 32,322

△ 32,212

△ 23,719

△ 87,375

△ 63,500

△ 62,215

△ 68,504

△ 28,064

△ 26,264

△ 13,766

△ 71,123

△ 48,853

△ 47,057

△ 48,148
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第 2章◆財政状況

(12)積立金

平成 20年度末の積立金は、簿価ベースで、厚生年金 124兆 188億円、国共済 8兆

5,711億 円、地共済 39兆 5,200億 円、私学共済 3兆 4,366億円、国民年金勘定 7兆

6,920億 円、基礎年金勘定 7,246億円であ り、総額で 183兆 9,631億 円となってい

る (図表 2-1-15)。 なお、厚生年金の積立金には、厚生年金基金が代行 している部

分の積立金は含まれていない。また、基礎年金勘定の積立金は、基礎年金制度が導

入 された昭和 61年度 より、国民年金法に基づ く基礎年金等の給付財源 として、国民

年金勘定の積立金の一部をこの勘定の積立金 としたものであり、毎年度同額が計上

されている。

積立金の推移を簿価ベースでみると、平成 20年度は、厚生年金が 2.4%減、国共

済が 2.8%減、地共済が 1.6%減、私学共済が 0,9%減、国民年金勘定が 7.0%減と

なってお り、すべての制度で減少 した。

一方、時価ベースでみると、平成 20年度末の積立金は、厚生年金 116兆 6,496億

円、国共済 8兆 2,145億円、地共済 36兆 2,067億 円、私学共済 3兆 1,523億 円、国

民年金勘定 7兆 1,885億円となっている。すべての制度で減少 してお り、厚生年金

が 10.4%減、国共済が 7.7%減、地共済が 9.2%減、私学共済が 8.2%減、国民年金

勘定が 15.1%減 となっている。
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図表 2‐1-15 積立金の推移

年度末
厚生年金

1旧 三共済 11日農林年金
国共済 地共済 私学共済

被用者年金

制度計
国民年金 公的年金

制度全体国民年全

勘定

基礎年金

勘定

平成

7

8

9

10

11

12

13

14

15

億 円

18,677

19,236

19,737

19,961

20,079

20,113

19,746

{HEl {HHiii
1,118,111 i 23,475 i

ii
1,184,s79 j 25,007 i

1,257 ,560 i
I1,308,446 i
i1,347,988 
i

1,368,804 |

I

-1,373,934_ I

Ll,345,967J I

). ,37 7 ,023
Lr,3zo ,7 t7)

1 ,374,1 10

[1,3 59,1 5 1]

1,376,619
[1,382,468]

r,324,020
11,403,4651

1,300,980
[1,397,509]

r ,27 0,568
11,301,8101

|,240,188
h,1 66,4961

億 円    億 円   億 円

72,693     288,406    24,268

75,782     305,220    25,611

78,942     322,455    26,943

81,337     337,358    28,150

83,189     352,346    29,270

85,951     361,507    30,123

86,500     369,267    30,800

[87,070]

86,747     374,658    31,368

[86,986][365,720][31,625]

86,938     378,297    31,802

[88,175][379,605][32,242]

87,034     380,619    32,102

[88,564][386,664][33,079]

87,580     388,082    33,180

[91,690][412,945][34,730]

88,137     397,071     33,834

[92,162]   [420,246]   [35,563]

88,142    401,527    34,677
[88,958][398,579][34,328]

85,711     395,200    34,366

[82,145][362,067][31,523]

億 円

1,545∫630

1,635,435

1,705,637

1,775,251

1,832,872

1,866,498

1,880,246

1,869,796

[1,805,048]

1,871,147

[1,859,173]

1,876,374

[1,890,775]

1,832,862

[1,942,829]

1,820,022

[1,945,481]

1,794,914

[1,823,675]

1,755,465

[1,642,231]

億 円

69,516

78,493

84,683

89,619

94,617

98,208

99,490

[97,348]

99,108

[94,698]

98,612

[97,160]

96,991

[97,151]

91,514

[96,766]

87,660

[93,828]

82,692

[84,674]

76,920

[71,885]

億 円

7,246

7,246

7,246

7,246

7,246

7,246

7,246

7,246

7,246

7,246

7,246

7,246

7,246

7,246

億 円

1,622,392

1,721,175

1,797,566

1,872,117

1,934,735

1,971,952

1,986,982

1,976,150

[1,906,992]

1,977,004

[1,963,580]

1,980,611

[1,995,171]

1,931,622

[2,046,842]

1,914,928

[2,046,554]

1,884,852

[1,915,595]

1,839,631

[1,721,362]

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

6_1

44
4.1

33
19

0.8

△ 05

0.0

[30]

02
[16]

△ 25
[2.6]

△ 0.9

[△ 0_0]

△ 1.6

[△ 6.4]

△ 2.4

[△ 101]

注2 国内は、時価ベースである。

注3 厚生年金。国民年金の「時価ベース」は、1日 午金福祉事業団から承継した資産に係る損益を含めて、年金積立金管理運用独立行政法人(17年度以前は

旧年金資金運用基金)における市場運用分の運用実績を時価ベースで評価したものである。なお、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分

は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均残高の比率により行っている。

注4 国共済の時価ベースの積立金は、平成10年度末が 82,883億 円、平成11年度末が 85,252億円、平成12年度末が 87,227億円である。

注5 旧農林年金から厚生年金へ、平成14年度に158兆円、平成15年度に003兆円が移換されている。また、厚生年金には、平成15年度に350兆円、平成16

年度に5_39兆 円、平成17年度に346兆円、平成18年度に068兆円、平成19年度に056兆円、平成20年度に035兆円の解散厚生年金基金等徴収金があ

る。
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△ 1.7

[△ 04]

△ 2.3

[△ 68]

△ 24
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注1 厚生年金の平成8年度以前は1日 三共済を含まず、平成13年度以前は 1日 農林年金を含まない。また、厚生年金基金が代行している部分の積立金を含まな
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平成 20年度末の各制度の積立金の資産構成は、図表 歩1-16に示 したとお りとな

つてお り、資産構成は制度により違いが見 られる。

図表 卜1-16 各制度の資産構成  ―平成20年度末―

区  分
厚生年金 国民年金

時価ベース 時価ベース

預 託 金

%

53

%

市場運用 分

(市場運用分計
注2〉 (10000〉

(925,397)

国内債券

国内株式

外国債券

外国株式

短期資産

( 66.88〉

( 1232〉

( 1082)

(981〉

(017〉

財投債 235

承継資産の累積利差損
(△ 28,089) ( n t nrn )

年度末積立金

承継資産の損益
を含まない場合

1000

( 1,194,585)

100.0

(73,895)

承継資産の損益
を含む場合 (1,166,496) ( 71,885 )

区   分
地共済

簿価ベース 時価ベース

流動資産

% %

睦 1頭全 32

1未収収益・未収金等 11

固 定,資産

預託金

有価 証券等 877

包括信託

有価 証券

国内債券

国内株式

外国債券

外国株式

証券投資信託

有価証券信託

45
28

00

01

30

50

34

00

01

33

生命保険等 21

不動産 0.5

貸付金

流動負債等

年度末積立金
1000

(395,200)

100_0

(362,067)

区  分
国共済

簿価ベース 時価ベース

流動資産

% %

1現金・預金

1未収収基 f栞収金等

固 定資産

預託金 525

柵
包

等

託
勝
縮

378

378

委副 運用 ) 171

国内債券

国内株式

外国債券

外国株式

23

86

10
52

24

5.9

09
37

自笏運用 ) 232

国内債券 23.2

不動産

貸付金

流動負債等 △ 0.7 △ 07

年度末積立金
100.0

(85,711)

1000

(82,145)

区  分
私学共済

簿価ベース 日寺価ベース

流動資産

% %

1現金・預金

1未収収益・未収金等 11 12

固定 資産 96 5

預託金

有 価 証券等

包括信託 32 8 257

有価 証券

国内債券

国内株式

外国債券

外国株式

証券投資信託

有価証券信託

344

00

147

375

一　
ｍ
　
ｍ

生命保険等

不動産 17

貸付金 131

流動負債等 △  15 △  16

年度末積立金
1000

(34,366)

1000

(31,523)

注1 厚生年金、国民年金の「預託金」「市場運用分」「財投債」の構成割合は、承継資産の損益猜 まない場合の年度末積立金を100%と している。

注2厚生年金、国民年金の市場運用は、年金積立金管理運用独立行政法人において厚生年金分、国民年金分、旧年金福祉事業団から承継した資
産 (承継資産)を合わせて一体として運用を行つており、これら全体の運用資産の構成割合を示している。

注3()内 は実額 (単位 :億 円)であ 。
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第 2章◆財政状況

《参考》「時価ベース」について

年金数理部会では、平成 14年度財政状況報告 よ り、すべての公的年金制度につい

て積立金等を時価評価 した参考値 (「 時価ベース」)の報告 を受 けている。

平成 14年度末以降の積立金 については、すべての制度 で時価ベースの値が算出さ

れているが、各制度の時価評価の方法は図表 2-1-17に 示 した とお りである。制度 に

よって、細かな点で若干の違いはみ られ るものの、評価方法は概ねそろつているも

の と考 えてよい。

なお、厚生年金・国民年金の 「時価ベース」は、旧年金福祉事業団か ら承継 した資

産 に係 る損益を含 めて、年金積立金管理運用独立行政法人 (平成 17年度以前は旧年

金資金運用基金)における市場運用分の運用実績 を時価ベースで評価 したものであ

り、承継資産に係 る損益 の厚生年金 。国民年金への按分 は、厚生年金 。国民年金の

それぞれの積立金の元本平均残高の比率によ り行 つている注
。

注 厚生年金と国民年金の積立金は、平成 13年度から、厚生労働大臣が旧年金資金運用基金 (平

成 18年度以降は年金積立金管理運用独立行政法人)に寄託し、同基金により市場運用されるこ

ととなつた (寄託金の使途には、市場運用のほか、財投債の引受けもある。)。 同基金は、旧年金

福祉事業団が旧資金運用部から資金を借り入れて行つていた資金運用事業に係る資産も継承し

ており、寄託された積立金の市場運用部分と合同して、同様の方法で市場運用している。承継資

産は年金積立金そのものではないが、この承継資産の運用実績をも広く積立金の運用実績と捉え

た。寄託された資金と承継資産は時価評価される。なお、12年度までは、積立金は全額が旧大

蔵省資金運用部 (現財務省財政融資資金)に預託され (預託期間は原則 7年 )、 運用収入は全額
が預託金利子収入であった。13年度以降は、既に旧資金運用部に預託されていた分は預託の満

期償還が完了するまでの間 (平成20年度まで)、 預託が経過的に継続されることになつている。

図表 2-1-17 時価評価の方法 (平成 20年度末における評価方法)

厚生年金 。国民年金

○ 市場運用分の国内債券、国内株式、外国債券、外国株式

については年度末の市場価格 (運用手数料控除後)、 財
投借 については簿価 (償却原価法 )

国共済
○ 包括信託については年度末の市場価格、それ以外につい

ては簿価

地共済

○ 原則 として、包括信託、国内債券、・外国債券、国内株
式、証券投資信託、有価証券信託、生命保険等について

は、年度末の市場価格
不動産、管付金については、簿価

私学共済

包括信託、国内債券、有価証券信託については年度末の

実勢価格、証券投資信託、不動産、貸付金については簿
価

○
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(13)基礎年金制度の実績 (確定値ベース )

基礎年金制度では、基礎年金給付費 と基礎年金相当給付費の合計か ら特別国庫負

担 を除いたもの (以下 「保険料・拠出金算定対象額」 とい う。)を、各制度が頭割 り

で分担す る仕組み となつてお り、各制度か ら基礎年金勘定へ基礎年金拠出金が拠出

され る一方で、基礎年金勘定か らは各制度へ基礎年金交付金が交付 されている。

基礎年金交付金 と基礎年金拠 出金 の動 向を確 定値ベース注でみた ものが、図表

2-1-18及 び図表 2119で ある。

注 基礎年金拠出金、基礎年金交付金の確定値ベースの額とは、当該年度における保険料・拠出金

算定対象額などの実績の値 (確定値)を用いて算出した額のことである。なお、基礎年金制度で
は、当該年度における保険料・拠出金算定対象額などの見込額を用いて算出した基礎年金拠出金、
基礎年金交付金の概算額が拠出。交付され、その後、当該年度における確定額と概算額との差額
が翌々年度に精算される仕組みとなっており、前述の決算ベースの額は、この概算額と精算額の

合計になっている。

図表 2118 基礎年金交付金の推移 《確定値ベース》

年 度
厚生年金

「百三莫百価蔭孫墓
国共済 地共済 私学共済

被用者年金

制度計

国民年金

(国民年金勘定)

公的年金

制度全体

平成

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

億 円

615

605

587

577

562

547

527

lJ□
26,451  1

25,804  1

24,750  1

24,234  1

23,059  1

22,638

21,428

20,145

18,923

17,395

16,241

15,178

億 円   億 円   億 円

2,167     5,206      297

2,187     5,158      287

2,184     5,079      276

2,178     5,033      265

2,128     4,916      253

2,077     4,724      239

2,004     4,509      228

1,925     4,325      218

1,825     4,026      204

1,729     3,770       192

1,638     3,563       180

1,543     3,350      168

1,438     3,181      147

1,344    2,963      135

億 円

36,619

36,045

34,977

33,857

32,610

31,822

30,328

29,193

27,484

25,836

24,304

22,455

21,007

19,620

億 円

31,507

30,319

29,018

28,132

26,941

25,588

24,251

22,916

21,378

19,957

18,583

17,197

15,896

14,766

億 円

68,126

66,364

63,995

61,989

59,551

57,410

54,579

52,110

48,862

45,793

42,887

39,653

36,903

34,385
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注

注

　

注

厚生年金の平成8年度以前は旧三共済袷 まず、平成13年度以前は旧農林年金袷 まない。
平成9年度の被用者年金制度計の額は、1日 三共済の平成9年2月 分、3月 分の給付に係る基礎年金交付金
の確定値 (410億円)を含む。同様に、14年度の額は旧農林年金分(87億円)猜む。
厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分袷 めた場合の率、平成
14年度については平成13年度に旧農林年金分袷 めた場合の率である。
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第 2章◆財政状況
:

基礎年金交付金 (確定値ベース)の推移をみると、各制度 ともほぼコンスタン ト

に減少を続けている。基礎年金交付金は、旧法年金に係 る基礎年金相当給付費 (み

なし基礎年金給付費)に充てられるもので、旧法年金の受給権者の新規発生は限ら

れていることから、今後減少を続けていくものと思われる。

一方、基礎年金拠出金 (確定値ベース)については、各制度 とも増加を続けてい

る。この増加傾向は、基礎年金給付費が大幅な増加を続け、保険料・拠出金算定対

象額が増加 していることを反映 したものである。

図表 21-19 基礎年金拠出金の推移 《確定値ベース》 (特男」国庫負担分を除く)

○確定値ベース

年度
厚生年金

謳墓百「百轟 基
国共済 地共済 私学共済

被用者年金
制度計

国民年金

(国民年金勘定)

公的年金

制度全体

平成

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

{HHl iHml iHE
t!

6e,866 11,23e i 1,084
ll

73,927 11,292 i 1,13t

ze,66e i r,ro+
84,e91 i r,224
Rsoo2 | tz}t
e3,633 j r,srs

Ie7,575 L_____1,9_9_-0__-.

t02,730

1 06,8 50

1 10,3 14

rr5,207

1 19,991

126,829

13 3,101

億 円   億 円

2,660     7,425

2,792     7,800

2,945     8,216

3,144     8,786

3,329      9,280

3,569     9,705

3,719     10,088

3,915     10,635

4,009     10,905

4,087    11,074

4,190    11,300

4,300    11,571

4,428     11,844

4,613    12,170

億 円

815

862

912

984

047

116

175

259

319

376

443

524

602

694

億 円

83,089

87,804

93,132

99,129

03,939

09,361

13,937

18,780

23,082

26,852

32,139

37,385

44,702

51,578

億 円

21,777

23,061

23,619

24,995

26,848

27,946

29,319

30,873

31,610

32,192

32,276

32,477

32,172

32,486

億 円

104,865

110,865

116,751

124,124

130,787

137,307

143,255

149,653

154,692

159,044

164,416

169,862

176,874

184,065

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

5.Bl 4.3i 4.3

7.8 (5.e) i 2.s

6.7 i s.z

4.7 i 4.6

s.2 | +.s
I

lt I e rt-----------Y-:-L

5.3 (3.8)

4.0

4.4

4.2

5.7

4.9

5.0       51       57

5 5           513           5 9

6 7          6 9           7 8

5 9          5.6          6 4

7 2          4 6           6 5

4 2          3 9          5.3

53     54     71

24       25       48

2 0          1 6          4.3

2 5         2 0         48

2 6          2 4          5 6

30      24      52

4.2          2 8          5.7

57

61

64

4.9

52

42

43

36

31

4.2

40

53

48

59

24

5.8

74

41

49

53

24

1.8

03

06

△ 09

10

57

53

63

5.4

50

43

45

34

28

3_4

33

41

41

注1 厚生年金の平成8年度以前は旧三共済猾 まず、平成13年度以前は旧農林年金袷 まない。

注2 平成9年度の被用者年金制度計の額は、旧三共済の存続組合等が平成9年 2月 分、3月 分の給付に係る負

担分として納付する額 (226億 円)袷む。同様に、平成14年度の額は旧農林年金分(242億円)袷む。

注3 厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分袷 めた場合の率、平成14

年度については平成13年度に旧農林年金分袷 めた場合の率である。
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第 2童◆財政状況

基礎年金給

付費 と基礎

年金相 当給

付費の合計

額

①

保険料・拠

出金算定対
象額

①―②

億 円  億 円

109,779   4,914

115,772   4,907

121,639   4,889

129,066   4,942

135,656   4,869

142,140   4,833

148,173   4,918

154,563   4,910

159,559   4,868

163,886   4,842

169,246   4,830

174,536   4,674

181,499   4,625

188,821   4,756

億 円

104,865

110,865

116,751

124,124

130,787

137,307

143,255

149,653

154,692

159,044

164,416

169,862

176,874

184,065

円

14,111

14,972

15,765

16,988

18,024

19,149

20,149

21,450

22,239

22,924

22,986

24,626

25,731

27,057

図表 卜 1-20

ベ ー ス

基礎年金給付費と基礎年金相当給付費の合計額、特別国庫負担額、

基礎年金拠出金単価、基礎年金拠出金算定対象者数等の推移

基礎年金拠出金算定対象者数

J国 婦 1地婦 場 学共J匡

平成

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

42,232

41,691

41,149

40,747

40,356

40,006

40,038

40,102

41,766

40,604

41,075

40,994

千人

731

7

7

千人

1,571

1,554

1,557

1,542

1,539

1,553

1,538

1,521

1,502

1,486

1,519

1,455

1,434

1,421

千人

4,385

4,341

4,343

4,310

4,291

4,224

4,172

4,132

4,086

4,026

4,097

3,916

3,836

3,748

《0.9》

△

△

△

△

△

△

△

△

△

《∠ヽ 2.3》

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

厚生年金の平成8年度以前は旧三共済冷 まず、平成13年度以前は旧農林年金猜 まない。
厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に1日 三共済分冷 めた場合の率、平成14年度については平成13年度に旧農林
年金分猜 めた場合の率である。

()内 は、旧農林年金が納付する額を算定するため人数換算された拠出金算定対象者数であり、厚生年金の内数である。
平成17年度は第3号被保険者の特例届出の措置が講じられたため、拠出金算定対象者数が1,472千人増加している。

合計

③

千人

61,928

61,709

61,713

60,887

60,469

59,753

59,249

58,142

57,965

57,816

59,606

57,480

57,283

56,690

△ 0.4

00

△ 1.3

△ 07

△ 1.2

△ 08

△ 1.9

△ 0.3

△ 0.3

3.1

△ 3.6

△ 0.3

△ 1.0

生年金

千人

41,259

41,149

旧農林年全

千人

640

630

615

600

592

582

(565)|

△ 1.7

△ 2.3

△ 2.4

△ 1.4

△ 17

△ 2.0

△ 0.3

2.6

△ 1.3

△ 1.3

△ 1.0

△ 1.0

△ 0.9

0.1

0.2

4.2

△ 2.8

1.2

△ 0.2

1 1

02

0.9

0.2

0.9

1.0

1.1

12

1 1

22

4.2

1.4

0.9

1.0

0.0

0.8

0.4

1.6

1.2

10

1.1

1.5

1.8

4.4

2.0

2.3

民年金

千人   千人

481   12,860

480  12,836

482  12,485

483  12,261

484   12,413

485   12,162

486  12,126

489  11,994

494  11,845

500  11,702

523  11,701

516  10,990

519   10,419

522  10,005

03 ∠ヽ 0.2

0.5 ∠ヽ 2.7

0.1 △ 1.8

0.3   1.2

0.3 ∠ヽ 20

0.1 △ 0.3

0.6 ∠ヽ 1.1

1.1 △ 1.2

12 ∠ヽ 1.2

4.5 ∠ヽ 0.0

1.4 △ 6.1

0.6 ∠ヽ 52

05 ∠ゝ 4.0

１

２

　

　

３

４

注

注

　

注

注

55 ∠ヽ 01    5.7

5.1 △ 0.4    5.3

6.1    1.1     6.3

5.1 △ 1.5    5.4

4.8 △ 0.7    5.0

42   1.8    43

4.3 △ 0.2    4.5

3.2 ∠ゝ 09     3.4

27 △ 0.5    28

3.3 ∠ヽ 0.2     3.4

3.1 ∠ヽ 32     3.3

40 △ 1.0    41

4.0   2.8     4.1

6.1

5.3

7.8

6.1

6.2

5.2

6.5

37

31

03

7.1

4.5

52
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第 2章◆財政状況

図表 2-1-20は 、基礎年金給付費と基礎年金相当給付費の合計、特別国庫負担額、

保険料・拠出金算定対象額、各制度の基礎年金拠出金算定対象者数の推移を確定値

ベースでみたものである。これによると、保険料 。拠出金算定対象額は毎年度増加

してお り、平成 20年度は対前年度 4.1%増であった。

保険料・拠出金算定対象額の各制度分担分 (=当 該制度の基礎年金拠出金)は、

基礎年金拠出金算定対象者数で接分 した額である。基礎年金拠出金算定対象者数 と

は、被用者年金の場合は当該被用者年金に係る第 2号被保険者 (20歳以上 60歳未

満の者に限る。)と 第 3号被保険者の人数、国民年金の場合は第 1号被保険者数 (任

意加入を含む。保険料納付者に限る。)注 のことである:基礎年金拠出金算定対象者

数は、平成 17年度の第 3号被保険者の特例届出の措置の影響等で増減 したほかは、

総 じて減少傾向にある。

注 国民年金に係る基礎年金拠出金算定対象者数は、保険料納付済月数を 12で割ることで人数換
算したものである。ただし、半額免除の場合は1/2月 、平成 18年 7月 に導入された多段階免除
制度における4分の1免除、4分の3免除の場合はそれぞれ 3/4月 、1/4月 として計上される。
例えば、半額免除の者が1年間保険料を納付した場合には 1/2人 とカウントされる。
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